
9 20,012 △1,643

　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
4. 衛生費 3. 公害防止対策事業

1. 保健衛生費

6. 公害対策費 環境保全課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

経常 単独 20,012 △1,571 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

18,441 18,441

18,369 18,369

　騒音・振動・大気汚染・水質汚濁等の調査及び公害防 　各種調査結果に基づく公害防止対策を推進し、地域住 　大気の常時監視及び河川の水質調査等、継続的に実施

止対策事業に伴う測定機器の保守点検並びに職員の資質向上のための各 民の生活環境の保全を図る。 することで、地域環境の悪化を未然に防止することが可能となる。また

種研修受講等を行う。 、公害関係の技術研修の参加により、職員の資質向上が図られ、事業者

への適切な指導が期待できる。公害苦情に対して適切な処理を行うとと

もに、助言等を行う。

　公害の形態が従来の産業系から生活系に変遷し 　未規制(未知)物質への対応と専門職員の配置の

ており、一般市民が公害の原因者にもなり得る情勢であり、また相隣関 必要性。

係も含めた民事争議の解決を行政に求める事例が増大し、時には毅然と

した対応が必要となる。現況監視のみで、事業の必要性に納得が得られ

にくい。

08 11 11 0

09 90 94 △4

11 669 741 △72

12 110 110 0

13 17,094 19,026 △1,932

14 365 0 365

19 30 30 0

差引一般財源 18,441 18,36


